
事業概要説明シート

類似事業 自治体等が設置する公立文化施設等の維持管理事業

事業の必要性
市民の文化活動及び生涯学習活動、勤労者の福祉の増進を図り、並びに男女共同参画社会の実現に資
するには、当会館は必要であり、今後も、施設を維持管理するため本事業を継続する。

対　　　象
（誰・何を対象に）

市民

事業内容

枚方市立メセナひらかた会館は、平成18年度から指定管理者制度を導入し、効率的かつ効果的に施設の
維持管理を行っている。なお、現指定管理期間は平成21年4月から平成26年3月末までとなっており、その
後の５年間についても指定管理者による管理を予定している。同会館において実施している業務は、総合
マネジメント業務、建築設備等保守管理業務、保安警備業務、清掃業務、管理サービス業務、貸室管理運
営業務等である。

根拠法令 枚方市立メセナひらかた会館条例　　枚方市立メセナひらかた会館条例施行規則

実施方法
□直営 ■委託又は指定管理（委託先又は指定管理者：株式会社京阪エンジニアリングサービス）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事務事業番号 10502370001

事務事業名 メセナひらかた会館施設維持管理事業

事業開始年度 1992(H4）年度 担当部署 市民安全部　市民活動課

目　　　的
（何のために）

市民の文化活動及び生涯にわたる学習活動を支援し、勤労者の福祉の増進を図り、並びに男女共同参画
社会の実現に資するために設置された枚方市立メセナひらかた会館の管理運営事業を行うため。
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千円平成24年度
事業費の主な内訳

内　　　　　容 金　　　額

指定管理料 73,315

その他

一般財源 58,776 53,925 55,329

府支出金

受益者負担
(使用料等)

22,791 22,659 22,788

財源内訳

H23年度決算 H24年度決算 H25年度当初予算

国庫支出金

2,767

直接経費(B) 78,735 74,184 75,350

総事業費(A+B) 81,567 76,584 78,117

0.35

人件費計(A) 2,832 2,400

従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費

コ　　ス　　ト

H23年度決算 H24年度決算 H25年度当初予算

千円

千円

事業費の主な内訳
(人件費除く) 備品購入費（消火器49本）、委託料、還付金 209

緊急工事（玄関自動ドア） 659
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単位

① ％

②

③

①

②

③

成果目標
（目標とする成果）

本施設は平成４年に建築され、施設や設備等の経年劣化からも新たな魅力の創出は困難であるため、目標
は現状維持の56％とする。

比較参考値
（他自治体での
事業の例など）

平成２１年４月時点で、全国で指定管理者制度を導入している施設の合計は７０,０２２施設で内訳は、都道
府県は６,８２２施設、指定都市は６,３２７施設、市区町村は５６,８１３施設あり、対象とする公の施設は、レク
レーション・スポーツ施設、産業振興施設、基盤施設、文教施設、社会福祉施設等で、指定管理者となった

単位当たりコスト
（総事業費/活動指

標）

活動実績

活動指標もしくは成果指標 H23年度 H24年度 H25年度(見込み)

会館施設の利用率 53 56 56

事務事業番号 10502370001

事業開始年度 1992(H4）年度 担当部署 市民安全部　市民活動課

二次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

現状のまま継続

指定管理者は公募を行っており、事業者から指定管理料、事業内容等の提案
を受けて審査委員会で総合評価をしていることから、効率性は確保されてい
る。また、指定管理料の限度額については、過去の実績をベースに設定し、リ
スクについてはリスク分担表で、市と事業者の責任を明確にしている。

特記事項
平成25年度に次期指定管理者の選定を行う。
会館設置後、20年が経過し、設備等の経年劣化が散見されるため、今後、施設の改修等を行っていく。

一次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策
（平成24年度）

現状のまま継続 現状のまま継続

一次評価結果
（平成24年度）

事業額の大きさから、より一層の効率性の検討ができないか。

事業の例など）
レーション・スポーツ施設、産業振興施設、基盤施設、文教施設、社会福祉施設等で、指定管理者となった
団体の種別は、株式会社、特例民法法人、公共団体、公共的団体、特定非営利活動法人等である。


